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この 6社について、「仮説 1」で挙げた事業戦略の 4軸、変革実行の
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変革と IT 活用に関する共通認識を、経営者と CIO が持つための指針として、「仮説 2」を検
証することができた。「仮説 1」を縦軸に「仮説 2」を横軸にして組み合わせることにより、
















































































































































































































































12 月に、日本の売上高上位企業約 3000 社の情報システム担当役員や情報システム部門長に









































（n=526) % 必要 必要 いえない 必要でない 必要でない わからない
市場と顧客の見直し 45.6 37.1 9.5 4.8 0.8 1.0
業界と競合の見直し 31.6 42.6 14.6 6.7 1.7 1.5
自社の強みの見直し 30.8 38.8 19.8 6.7 1.1 1.3
マーケティングミックス 31.2 41.3 19.2 4.6 1.1 1.1
表 2 事業戦略の見直しの実施度合
ある程度 どちらとも あまり実施 実施して
(n=526) % 実施 実施 いえない していない いない わからない
市場と顧客の見直し 21.9 45.8 17.1 8.9 3.6 1.1
業界と競合の見直し 14.6 40.5 25.5 10.8 4.9 1.7
自社の強みの見直し 13.9 38.6 27.9 12.4 4.0 1.3







(n=526) % 改善レベル 改革レベル 創造レべル
製品・サービス 21.3 5.5 5.7
プロセス 18.1 5.3 3
ビジネスモデル 12.2 4.2 3.2
変革の実行が「やや不十分」
(n=526) % 改善レベル 改革レベル 創造レべル
製品・サービス 45.6 29.3 29.3
プロセス 45.6 28.9 24.1
ビジネスモデル 44.5 26.6 23.6
変革の実行が「不十分」
(n=526) % 改善レベル 改革レベル 創造レべル
製品・サービス 20 40.3 46.8
プロセス 23.8 43.2 44.7





よく実施 たまに実施 実施したが これから 実施した
(n=526) % している している やめた 実施する ことがない わからない
価値ガバナンス 12.9 33.1 1.7 16.2 19.2 14.4
変革のケイパビリティ 15.2 38.6 1.0 19.4 13.9 9.7
変革のメカニズム 13.3 39.2 1.3 21.3 13.3 9.3









の変化については、IT が何らか影響を与えると考える企業が 5 割前後あり、IT の影響は事
業戦略の全般に及んでいる。（表 5）
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表 5 事業戦略の見直しへの IT の影響度合
影響 ある程度 どちらとも あまり影響 影響して
(n=526) % している 影響している いえない していない いない わからない
市場と顧客の見直し 17.1 36.9 18.1 18.4 8.4 0.4
業界と競合の見直し 12.2 35.4 25.1 19.0 5.9 1.7
自社の強みの見直し 9.5 24.9 33.5 22.6 7.2 1.5





ネスモデルの変革以外の事業の変革に、半数近くの企業が IT を活用している。IT は変革に
ある程度は活用されているが、まだまだ活用する余地が残っている段階である。（表 6）
表 6 変革の実行への IT の活用度合
よく活用 たまに活用 活用したが これから 活用した
(n=526) % している している やめた 活用する ことがない わからない
製品・サービス 16.7 30.0 1.7 10.8 24.0 14.4
企画・開発プロセス 15.8 34.4 1.0 12.4 18.6 15.6
生産・供給プロセス 31.9 30.6 1.7 10.8 11.6 11.2
アフターサービスプロセス 19.0 30.6 1.3 15.8 15.0 16.3





表 7 変革のためのマネジメントへの IT の活用度合
よく活用 たまに活用 活用したが これから 活用した
(n=526) % している している やめた 活用する ことがない わからない
価値ガバナンス 8.7 30.4 2.1 12.7 31.4 12.5
変革のケイパビリティ 21.9 34.6 1.5 14.1 18.1 7.8
変革のメカニズム 15.0 31.6 3.0 16.7 23.2 8.7


















を見直した 戦略見直さず 必要無し 全サンプル
製品・サービス 改善レベル 29.9 19.1 16.7 21.3
改革レベル 10.2 2.6 5.6 5.5
創造レべル 7 4.1 6.7 5.7
プロセス 改善レベル 28.7 12.9 15 18.1
改革レベル 10.2 2.1 4.4 5.3
創造レべル 3.2 2.6 3.3 3
ビジネスモデル 改善レベル 17.2 7.7 13.3 12.2
改革レベル 7 3.6 2.2 4.2
創造レべル 5.1 1.6 3.3 3.2








を見直した 戦略見直さず 必要無し 全サンプル
価値ガバナンス 22.9 8.8 9.4 12.9
変革のケイパビリティ 26.8 9.3 11.7 15.2
変革のメカニズム 20.4 12.4 8.9 13.3
変革のリソース調達 17.2 5.7 4.4 8.6





表 10 事業戦略の見直しと変革のための IT 活用の関係
ITをよく活用する割合 %
いずれかの戦略 必要だが 戦略見直し
を見直した 戦略見直さず 必要無し 全サンプル
製品・サービス 29.3 15.5 8.3 16.7
企画・開発プロセス 29.3 10.8 10.6 15.8
生産・供給プロセス 47.8 29.4 23.3 31.9
アフターサービスプロセス 32.5 16.5 11.1 19.0
ビジネスモデル 21.7 10.8 5.6 11.8

































「仮説 1」で上げた事業戦略の見直しの 4 つの軸について、見直しの必要性を感じている
企業は 7 割と多く、いずれかの軸について実際に戦略を見直した企業は 3 分の 1 あった。
そして、戦略を見直した企業は、そうでない企業に比べて、3ｘ3 の全ての分野で変革を実














あることが想定される。また、IT が事業の主要な技術である IT 製品の製造業や情報サービ














































































・IT 製品の製造業や情報サービス業といった IT 企業ではなく、普通の業種の非 IT 企業か
ら選ぶ。業種は、流通業、金融業、製造業から偏らないように選ぶ。これは、IT の進歩が























上日動、Wels Fargo、コマツ、Panasonic を最終的に選定した。この 6 社について、「仮説 1」
で設定した事業戦略の 4 軸、変革実行の 3 軸、変革のためのマネジメントの 4 軸、変革の
ための IT 活用の 3 軸を共通項目として、変革の内容を整理した。
6 社のうち、東京海上日動については、同社抜本改革推進部に対して以前に行ったインタ
ビューに基づいて事例分析を行った。Wels Fargo については、同社のチーフ・アーキテクト














































世帯/15000 人とし、その 3 割のシェアを取って 1 店舗当たり 3 億円を売り上げることを標
準とする。
同社は、ローカルな小商圏に幹線道路にそって稠密に店舗を出店し、1961 年に 6 店だっ








大を図ってきた。1995 年に 1050 円であった 1 品当たり単価は、年々下がり続けて 2006 年
には 716 円になった。しかし、この間で店舗数が、314 店から 1071 店と 3.4 倍に増え、レ






























































































































































































































契約内容を記述する文書である約款は 30 から 8 種類に集約され、特約は 1700 から 850

















































Wels Fargo は、150 年の歴史を持つ名門銀行であったが、ミネアポリスに本拠を置き銀行
買収で成長してきた Norwest Corporation と 1998 年に合併し、合併銀行は Wels Fargo の名称
を継承した。その後も同社は全米の地方銀行を買収して成長した。2001 年に CEO の
























ある。ネットに強い旧 Wels Fargo と、店頭での対面サービスに強い Wachovia を併せ持った
有力金融機関である。
（３）自社の強み











































































低迷と他社との熾烈な競争によって、1990 年台後半には売上高は 1 兆円で横ばいが続き、
営業利益は数 100 億円台に低下した。そして、2001 年度には、ついに 130 億円の営業赤字
に陥った。この危機に際して 2001 年に社長に就任した坂根正弘は、固定費削減、ダントツ






台には、日米欧が世界の需要の 8 割、1990 年は日本だけで世界の 4 割を占めていた。その
後のバブル崩壊によって、日本市場は、2010 年に向けて 1 割台に一貫して縮小した。米州・







タピラーを目標に成長し、国内 1 位、世界 2 位の建設機械メーカーになった。国内には、
キャタピラー三菱の他に、日立建機、コベルコ建機、住友建機といった有力なメーカーが
有り競争は厳しく、世界中で日本が最も技術集積が進んでいる。コマツはその中で、世界































固定費を下げるため、2001 年に一回限りのリストラを行い、1100 名の希望退職、1700 名
の転籍を実施した。（社員全体の 15％）また、不採算な子会社を整理し 300 社あった会社を
1 年半で 110 社減らし、自社で保有する価値のある事業や機能に絞り込んだ。この結果、人






















































































しかし、1990 年に 7.2％であった営業利益率はその後 2％から 4％に低迷し続け、2000 年
に至るまで同社は失われた 10 年を過ごした。そして、2001 年には IT バブルの崩壊によっ
て、初の営業利益赤字に転落した。2000 年に社長に就任した中村邦夫は、創業者の経営理







































































５つの子会社の株式を、2002 年 10 月に株式交換で取得し 100％子会社にした上で、グル





















2001 年 9 月から勤続 10 年以上で 58 歳以下の 8 万人の社員を対象に早期退職の募集を行
った。退職者への条件が極めて高水準であり、50 歳代が特に手厚かったので、1 万 3000 人
が応募し、その 7 割が 50 歳代であり、55 歳～58 歳の層の 72％が会社を去った。






































また「仮説１」で設定した事業戦略の 4 軸、変革実行の 3 軸、変革のためのマネジメン






































































コマツと Panasonic は、2001 年度の営業赤字から変革によって V 字回復を遂げた。短期
間での黒字転換は、主に不良資産や過剰人員の圧縮による固定費削減によるところが大き
い。しかし、その後の競争力の強化において、両者には違いが見られる。












ビジネスライフサイクル 起業 成長 成熟
事業戦略の見直し 事業創造 事業拡大 継続企業で生き残り
・市場と顧客 形成 拡大 飽和
・業界と競合 未成立 競合発生 競争過熱
・自社の強み 誕生 拡張 洗練・継承
・マーケティングミックス ４Pの組み立て プロダクト拡充 プライス
プレイス拡大 プロモーション
実行される変革
・製品・サービス 創造 改善・改革 改善
・プロセス 創造 改善・改革 改善
・ビジネスモデル 創造 改善
変革のマネジメント
・価値ガバナンス 創業精神の共有 経営哲学の浸透 変革プログラム管理
・変革のケイパビリティ 全員がゼネラリスト 同志の増殖 横串の改革推進組織
・変革のメカニズム 成長の仕組みの形成 仕組みの増強 仕組みの改訂
・変革のリソース調達 自前主義 リソースの充実 リソースの取捨選択
変革ためのＩＴ活用
・製品・サービス 組み入れ 拡充 シンプル化
・プロセス 組み入れ 集中コントロール 効率化
・ビジネスモデル 組み入れ
事例分析企業 しまむら Wal-Mart 東京海上日動
ビジネスライフサイクル 統合 分化 模索
事業戦略の見直し 事業規模の獲得 ドメイン再定義 残存か撤退か
・市場と顧客 争奪・寡占化 特化・棲み分け 転換
・業界と競合 合従・連衡 １位になれるもの 独自路線
・自社の強み 資産集約 差別化の見直し 強みの再評価
・マーケティングミックス プライス プロダクト重点化 ４Ｐの組み直し
プロモーション プレイス重点化
実行される変革
・製品・サービス 改善 改革 改革・創造
・プロセス 改善 改革 改革
・ビジネスモデル 改善 改革・創造
変革のマネジメント
・価値ガバナンス 全体最適の実現 選択と集中 破壊と創造
・変革のケイパビリティ 統合プロジェクト 強みの再認識 Flat & Web組織
・変革のメカニズム 仕組みの統合 仕組みの連結 仕組みの組み直し
・変革のリソース調達 リソースの共有 ノンコアの外部化 身軽さの獲得
変革のためのＩＴ活用
・製品・サービス 標準化 高付加価値化 刷新
・プロセス プロセス統合 再利用（リユース） 俊敏性
・ビジネスモデル 補強 再構成


















































































プロセスの変革のための IT 活用は、「成長」段階にある Wal-Mart では店舗運営プロセス
の集中コントロール、「成熟」段階にある東京海上日動では保険契約管理プロセスの簡素化
による効率化、「統合」段階にある Wels Fargo では顧客管理プロセスの統合、「分化」段階
にあるコマツでは強い生産プロセスや販売プロセスの世界での再利用、「模索」段階にある
Panasonic では製品の開発プロセスや供給プロセスの俊敏性を実現するものであった。
製品や顧客サービスの変革のための IT 活用は、「成長」段階にある Wal-Mart では取扱商
品の拡充、「成熟」段階にある東京海上日動では保険商品のシンプル化、「統合」段階にあ
る Wels Fargo では顧客サービスの標準化、「分化」段階にあるコマツでは製品機能の高付加
価値化、「模索」段階にある Panasonic では、「V 商品」による製品力の刷新を実現するもの
であった。
事例分析で取り上げた企業は、いずれも IT 活用において他社の先を行く企業ばかりであ



















ビジネスライフサイクル 起業 成長 成熟
事例分析企業 しまむら Wal-Mart 東京海上日動
業種 流通 流通 金融
変革の実施時期 1970-2006 1990-2004 2004-2008
変革のリーダー 藤原社長 Walton CEO 隅常務（後に社長）
企業の存在意義 戦略遂行機関型 戦略遂行機関型 共同体型
マネジメントスタイル 分権型 集権型 分権型
重視するマネジメント メカニズム メカニズム ケイパビリティ
外部リソース活用動機 スピード
IT活用対象の特徴 ビジネスモデル ビジネスモデル 顧客サービス
ビジネスライフサイクル 統合 分化 模索
事例分析企業 Wels Fargo コマツ Panasonic
業種 金融 製造 製造
変革の実施時期 2001-2006 2001-2006 2001-2006
変革のリーダー Kovacevich CEO 坂根社長 中村社長
企業の存在意義 戦略遂行機関型 共同体型 共同体型
マネジメントスタイル 分権型 集権型 分権型
重視するマネジメント メカニズム ケイパビリティ ケイパビリティ
外部リソース活用動機 コア集中 身軽さの獲得




















見直した 市場と顧客 業界と競合 自社の強み マーケティング 選択数 ライフ
事業戦略 ミックス サイクル
選択パターン ☆ 35 成長
● 9 成熟
○ ☆ 18 統合
○ ○ 6 成長
○ ○ ☆ 14 分化
☆ 14 模索
○ ● 9
○ ○ ○ 0 成長
○ ○ 4 成熟
○ ○ ○ 4 統合
○ ○ ○ 4 分化
○ ○ 4 模索
○ 5
○ ● 9
○ ○ ○ ☆ 22












































% のみ 右２つを除く 右を除く ミックス
商品・サービス 改善レベル 28.6 33.3 32.6 26.9 21.3
改革レベル 2.3 0 16.3 15.4 5.5
創造レべル 0 3.7 9.3 11.5 5.7
プロセス 改善レベル 22.9 25.9 34.9 28.8 18.1
改革レベル 5.7 0 14 15.4 5.3
創造レべル 0 0 4.7 5.8 3
ビジネスモデル 改善レベル 5.7 18.5 18.6 23.1 12.2
改革レベル 0 7.4 4.7 13.5 4.2
創造レべル 0 0 7 9.6 3.2



























本研究では、事業戦略の見直し～変革の実行～そのための IT 活用という流れで IT 戦略を
考えた。従来型の事業を行う非 IT 企業にとっては、あくまでも事業の変化が主で IT は従で
あるというほうが一般的だと考えたからである。
一方で、もっと IT ドリブンの考え方もできる。つまり、IT の進歩が事業戦略の見直しを
迫る要因になるということである。アンケート調査でも、IT が事業戦略に「ある程度影響
を与えている」と答えた企業は 5 割程度あった。また、個別企業の事例においても、IT が
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「成長」段階での Cisco システムズ、「成熟」段階に至った HP、「統合」段階での IBM、「分
化」段階での Apple、「模索」段階にある Google といった調査対象企業が想定される。IT 企
業を分析の対象とすることで、より IT ドリブンな事業戦略や変革が強調されるはずである。
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